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１ 課題の限定 
 標準化は、近代社会あるいはさらに視野を広げれば中央集権的国家の成立とともに、ある作用を社会や経
済に及ぼしてきた（1）。本稿でははじめにこうした作用のダイナミズムの要因をスケッチし、その後に日本近代
史の中に例を求めて、これまた簡単な考察を加える。ここで取りあげる例は三井財閥の経営史である。三井は
いうまでもなく、近世から連続する事業体で、その長い歴史の中に、豊富で興味深い歴史的題材を我々に与
えてくれる。本稿では、三井独特の総有制（2）と明治政府が導入をはかった近代的な商法ないし会社法が齟
齬をきたしたとき、いかなる対応が双方によって採られたのかを探り、標準化の問題を考察することにする。 
 
２ 近代社会と標準化 
 標準化のダイナミズムは近代の市場経済の範囲の拡大とともにやってくる。そこでは、いうまでもなく度量衡
の統一なくしては円滑な財の交換はなされない。よってある程度の経済活動の範囲が前提とされれば、そこ
に度量衡統一の機運が生まれるのは自然の推移である。そこで近世の初発から貨幣を含めて徳川幕府によ
る度量衡の統一は行われてきた。これは市場経済の効率を考えれば当然のことである。徳川時代においては、
権力によって貨幣の標準化が行われたことは明らかである。 
 明治維新後は、西洋近代が日本社会にあらゆる面で標準化をせまったと考えてよい。また開国和親を基本
政策とした明治政府の要人もそれを不可避として近代化を図ったわけである。政治制度上の憲法と議会、自
由で平等な個人の契約からなる社会、その個人の自由な経済活動の場である市場経済といった基本的な西
洋近代を、明治政府は「上から」、そこに生きた人々は「下から」、様々な軋轢を生みながら、概ね受け入れて
きたといえよう。 
 この場合、政治制度上の憲法と議会などは、効率というよりは、西洋の権威を受け入れ、「文明国」の仲間入
りのために必要なデファクトスタンダードとして、その導入を図ったのである。もちろん近代国家が国民国家と
して構成される場合、議会を設け「国民」に参政権を与えつつ兵役などの義務を課すことは、能動的な「国
民」を創る上で効果的であることは言をまたない。 
 世界を相手に貿易をすることは、単なる財の交換だけでなく、外国で日本企業が活動し、また外国企業が
日本に拠点を持って活動する場合を含む。この場合、金本位制のような円と外貨の交換を貴金属によって標
準化する仕組みが必要となってくる。さらには会社法をはじめとする商法の導入も、課題として明治政府は対
応を迫られた。そして会社法制定を背景に、伝統産業の経営は外圧としての西欧近代の求める新たな経営
様式への対応を迫られることになったのである。この場合も当然、西殴基準を概ね受け入れた。そこに働くダ
イナミズムは、効率を求めて作用し、また権威としてのあるいは事実上権力としての西欧から生み出されたも
のである。 
 「開国和親」を国是とする近代日本社会が向かったこうした標準化には二つの面があり、一つは、西欧的な
市場経済や政治制度、軍隊組織が効率的で合理的であると認め、それゆえそれらを導入したという一面と、
単に西欧の権威を認めたという側面があるように思われる。当然、この両面はにわかに分かちがたく結びつい
ている場合が多いだろう。 
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３ 三井の経営史の一側面 
Ａ 近世の経営形態 大元方制度と「宗竺そ う ち く」制度 
 1673年の開業以来順調に経営規模を拡大した三井は、各地に展開する営業店を束ねる「大元方」という本
部組織が同族の共同出資で作られた。各同族は「賄い料」と称する生活費を受け取り、各営業店は余裕資金
を大元方に預けることになっていた。この資金が大元方から利子付きで資金不足の営業店に融資されたので、
大元方は資金の過不足を調整することによって事業活動の中枢として各営業店の動きを掌握していた。 
 これを末代まで維持するため、創業者三井八郎兵衛高利の後継者であった高平は1722年に「宗竺遺書」
を創った。そこには本家６軒と３連家の持ち分規定、同族の相続、大元方の運営の仕方や親分・頭領役・元
〆（専門経営者の萌芽）などの役割分担についての規定、さらに同族の生活費についての規定が含まれて
いた。 
 ここには近代的所有の概念から見て注目される点がある。簡単にいえば家業に対する同族の所有権に関し
てきわめて重要な制限があったことである。まず大元方財産の持分権が６本家３連家に限定され、各家の単
独相続とされたこと、各家の持分権に相当する財産を分割請求したり、処分することが永代にわたって認めら
れないとされたこと、つまり各家は持分権という所有権はあるが、その権益は共同財産から得られる収益の分
配にあずかることに限定され、財産処分権は排除されたことであった。 
 近代的所有権は所有する資産の自由な処分を認め、共同の所有でもその持分を処分することはできる。し
かし、三井の宗竺遺書では、これを認めていない。こうした考え方は近代に入っても維持され、さらに資産を
維持・拡大する同族の義務が全面に押し出されていった。 
 家業を一体のものとして末代まで維持することは、その基礎となっている家の資産を私有する個々人とは切
り離された別個の機関に帰属させ、それ自体を継続的に運営され続けるものと見なす制度をつくることとなっ
た。 
 
B 近代社会への対応 
 武田晴人『日本人の経済観念』によれば、総有制を含む「近世的な商人の伝統は、明治期にはいって成長
を見せた寄生地主などの資産家などにも広がりを見せた。近代化を制度的に支える西欧型の法制度の導入
にもかかわらず、その独自の事業観は、私的な所有権を実質的に制限し、出資者・所有者と事業の関係に西
欧的なものとは異なる特徴を付与させていた。」という（3）。  
 1874年、三野村利左衞門が、奉公人の地位向上、経営の実権の掌握を背景にし、三井同族の影響力を経
営から排除する方向で総有制を変革しようとしたが、彼の死後三井同族の反撃にあい失敗に終わっている（4）。
その後、三井物産、三井銀行、三井鉱山という新しい事業展開により発展する一方、三井家の事業をいかに
管理運営するかについて、11ある三井同族にあいだから様々な意見が出て、まとまらない状況も生まれてき
た。 
 そこで1891（明治24）年、新設した仮評議会で組織改革の検討を始め、それと平行して家憲の制定準備に
入った。２年後、仮評議会は同族会の意志を統一する機関として同族会を組織し、そのうえで実際の営業を
指揮する三井元方を分離する改革を実施した。この下に物産、銀行などの営業店を置き、さらに同族と経営
の分離を進めるため、96年（明治33）に元方の下に三井営業店重役会を作った。この結果、営業店の重役—
物産なら益田孝—が実権を持ち、同族は形式的にはトップだが、実際の経営からは遠ざかるようになっていっ
た（5）。 
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - ３０ - 
 家憲の制定は、井上馨の命を受け三井銀行を調査した高橋義雄（三井重役）の報告を受け、穂積重鎮（帝
大教授）という法律学者が行い、1900年に完成した。ここでも総有制の原則が認められ、利益の再投資が確
認されている。その後の規定整備で同族への配当の上限を定め、内部留保を優先する方針が明確化され
た（6）。 
 他方、明治政府は1893年（明治26）に商法の一部（会社法・手形法・破産法）を施行し、それに対応して三
井は銀行、物産、鉱山などの直系３社を合名会社とし、それらを三井同族会が統括してきた。その後これら直
系３社が大いに発展し、高収益を挙げてきたが、こうした状況下、経営形態をどうしたらよいか、三井全体の統
括機構をどうしたらよいかという課題は残ったままであった。 
 さらに明治政府は1899（明治32）年６月、新商法を施行し、それにより会社法制は確立した。そこ
で1907（明治40）年、三井家は三井高景、益田孝らを欧米に派遣し、欧米の旧家・富豪が家の永続維持の
基礎を何におき、業務組織や経営方法をいかにしているかの視察・調査をおこなった。帰国後の1908年、益
田は改革意見書の中で、三井直系３社の株式会社化と三井同族会を無限責任の合名会社にすることを提案
した。 
 益田の意見が採用され、三井合名を持株会社とするコンツェルン的な組織が形成された。つまり、この組織
は、三井物産、三井銀行、三井鉱山などの事業部門を株式会社とし、同族会が全額出資する合名三井という
持株会社がこれらを統括するというものである。このように合名会社と株式会社に三井の事業をわけたことに
は、税法との関わりがあった。すなわち、政府は1905（明治38）年施行の非常特別税法改正によって、株主・
社員の数が21人以上の株式会社、又は株式合資会社の税率を、合名会社・合資会社の半分にし、これ
を1913（大正２）年の所得税法改正により恒久化した。こうした税法の変化により、株式会社にする利点が生
まれたのである。ただし、株式会社にすれば会社乗っ取りの危険があるので、それを防ぐために持株会社合
名三井による三井の事業会社の支配という形態をとったというわけである。さらに益田の意見書には株式会社
にすれば、有限責任制、計算公告により収税吏より疑われることが少なくなるとその利点を示していた。 
 益田は欧米の富豪や実業家と意見交換をする中で、彼らが三井の事業が無限責任の合名会社として経営
されていることに驚き、有限責任の株式会社化を勧告されたことを記録に残している（7）。 
 武田氏によれば「結果的には、三井家の事業は、近世期の大元方にかわる三井合名会社のもとで集中的
に管理運営されており、三井同族はそこからの利益を享受するという構造は変わらなかった。これらの点を明
示的に定めたものが三井家の家憲であった」という（8）。 
 
４ 明治政府による会社法の制定 
 三井が近代への適応を模索する間に政府がおこなった会社法導入の経緯も、欧米標準と近世以来の企業
伝統とのせめぎ合いとみることもできる。 
 まず第１段階として、政府は近代産業の発展を促進する政策をとりながらも一般会社法を制定しえず、民間
人に会社設立を奨励した時期があり、この時期は会社が無限責任制なのか、有限責任制なのかが不明なた
め混乱を生じた。その後1877年前後に英仏の商法の翻訳書が公刊され、ボアソナード、ロイスレルらの協力
で政府の法典調査会が商法草案を作成し、日本固有の商慣行を考慮にいれて、1890（明治23）年３月に商
法を公布した。この商法では会社形態を合名会社・合資会社・株式会社とし、いずれも法人とみなした。 
 しかし、帝国議会で２回延期法が可決された後、商法中の会社法・手形法・破産法の部分のみが1893（明
治26年）に施行となった。これを旧商法という。 
 その後、1898（明治31）年、第12議会に商法の全面修正案が提出され、翌1899年公布、施行された。これ
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を新商法という。さらに1911（明治44）年、商法中改正法律が公布され、同年施行された。こうして日本の会
社法制は確立した。 
 ２回の延期理由は、主として、わが国の商慣習に適合しないので修正し施行すべきであるというものであり、
これへの反論は商法がないため、経済活動上不正が行われているので、早く施行すべきであるというもので
あった。そこで旧商法は、合名会社の社員数の上限をなくす、商号を社名に、取締役の退任後の無限責任
の期間を１年から２年にし、株式会社については、財産目録や貸借対照表の公開対象を「株主及会社の債
権者」に改め、1893年に施行された。 
 その後の明治後半期、会社形態数をみると合資会社が大きな割合を占め続けた。これは株式会社のような
有限責任では破産しても誰も責任をとらないから信用できないという当時の空気があったことも原因のようであ
る（9）。合資会社は一部に無限責任社員がいて、破産の責任を引き受ける一方、一部に有限責任の出資者を
受け入れるという柔軟性が好まれ、この時代の会社形態の首位を占めた。 
 新商法では、会社設立について、行政官庁の干渉を排すため、免許制をやめ、準則主義に改めた。この理
由は諸外国にならったことと、日清戦争後の経済発展により、政府の干渉は近代産業発展の上で阻害となり
かねなかったからである（10）。 
 
５ 結語 
 明治政府は参照枠組としての西欧近代から会社法を含む商法を導入し、経済活動の標準化をはかった。こ
れに対応し三井は、会社法上の合名会社をつくり、その後、税法に対応して事業会社を株式会社へ改組し、
本体の持株会社を合名会社とした。また三井同族の支配の原則を、近世の宗竺制の精神をいかしつつ近代
社会に適応すべく家憲の制定を行った。その前後、ドイツ人法学者ロイスレルの意見（11）を聴き、寺田孝をヨ
ーロッパに派遣し調査をおこなうなどの対応をした。これにより会社法という明治政府の標準化に対応した三
井財閥の形成へと道を進めたものと考えることができる。 
 他方明治政府は西欧から商法を導入しつつ、日本の商慣習に多少とも合致する工夫をおこない経済活動
の標準化を図った。どの時代のどの地域にも商慣行はあったわけであるが、商法の導入は、慣習法の領域ま
でも「法の支配」が及ぶ西欧社会をモデルとする標準化が行われた例と考えることができる。 
 
 
 
（1） カール・ポランニーは産業革命との関係で以下のように論じている。「機械時代の最初の１世紀が恐怖とおのの
きのうちに幕を閉じようとしている。人間がみずからすすんで、熱狂的なまでに機械の要求に服従した結果、この
時代の物質的成功はすばらしいものであった。結局、自由主義的資本主義とは産業革命の挑戦に対する人間の
最初の対応であったのである。われわれは、精巧で強力な機械を存分に使用するために、人間の経済を自己調
整的な市場システムに変形し、その思想や価値をも、この新しい特異なシステムに適合するように鋳直したのであ
った。 
 今日、われわれは、このような思想と価値のいくつかについて、その真理性と妥当性を疑いはじめている。もはや、
アメリカ合衆国以外については、自由主義的資本主義が今なお存在しているなどということはほとんど不可能に近
い。われわれが今新しく直面している問題は、人間生活をどう組織するかということである。競争的資本主義の仕
組みが衰えていくにつれて、その背後から産業文明の本性が無気味に顔を覗かせている。そこにはすべてを無
力化する分業、生活の標準化、生物オーガズにム 対する機械メカニズ のム 優位、自発性に対する組織の優位がある。そもそも、科学に
は狂気がつねにつきまとう。これこそまさに永遠の問題である。」カール・ポランニー 玉野井芳郎・平野健一郎訳
『 経済と 文明』日 本経済新聞 社、 1975年 第 2章 時代遅 れの市 場志向 “ Our Obsolete Market 
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